
審査基準 １０１ 

 

１ 関連条項 

 （１）火薬類取締法 

・第３条（製造の許可） 

・第６条（欠格事由） 

・第７条（許可の基準） 

・第９条（製造施設及び製造方法）第１項、第２項 

・第１３条（火薬庫の所占有義務） 

・第３０条第１項（製造保安責任者等の選任） 

 

 （２）火薬類取締法施行規則 

・第２条（製造営業の許可申請） 

・第４条、第４条の２（製造設備に係る技術上の基準） 

・第５条、第５条の２（製造設備に係る製造方法の基準） 

 

 （３）通達等 

・火薬類取締法令施行について（昭和２５年１２月２０日２５化第３

２９０号） 

・火薬類取締法施行規則第３１条の３の規定に基づく防爆壁の位置、

構造、材質等の基準（昭和３５年２月１７日通商産業省告示第７６

号） 

・火薬類の製造施設の構造、位置及び設備並びに製造方法の技術上の

基準の細目（昭和４９年２月１６日通商産業省告示第５８号） 

・火薬類の容器包装の基準を定める告示（平成１０年３月２６日通商

産業省告示第１４９号） 

・製造設備が移動式製造設備である製造施設の構造，位置及び設備並

びに製造方法の技術上の基準の細目を定める告示（平成１１年５月

１４日通商産業省告示第３０２号） 

・１６歳以上１８歳未満の者が消費を行なうことのできる特定手筒煙

火の製造及び消費に係る基準を定める告示（平成１８年３月３１日

経済産業省告示第６９号） 

・避雷装置の位置、型式、構造、材質等を定める告示（平成２７年７

月６日経済産業省告示第１４５号） 

・火薬類取締法と消防法との関係について（昭和２５年１２月２７日

２５化第３４３７号、国消管発第３０３号）  



・煙火等の製造所または煙火火薬庫に設置する防爆壁等の基準につい

て（昭和３５年４月２２日３５軽局第３９２号）（防爆壁、防火壁関係） 

・火薬類取締法の改正について（昭和３６年３月６日３６軽第５６０

号） 

・火薬類取締法施行規則の一部改正について（昭和４１年６月１０日

４１化局第６３号） 

・火薬類取締法施行規則の一部改正について（昭和４９年３月２日４

９立局第１５８号） 

・火薬類に関する対策の強化について（昭和５０年２月２８日５０立

局第１２８号） 

・保安教育の実施等に関する火薬類取締法令の規定の解釈について（内

規）（平成１６年９月１６日平成１６・０８・０６原院第１号） 

・１６歳以上１８歳未満の者が消費を行なうことのできる特定手筒煙

火の製造及び消費に関する火薬類取締法令の規定の解釈について

（内規）（平成１８年６月３０日平成１８・０６・２３原院第２号） 

・火薬類取締法施行規則第４条第１項第１３号の解釈について（内規）

（平成１８年９月１９日平成１８・０８・１７原院第１号） 

 

 （４）火薬類取締事務に係る申請要領 

・第１ 火薬類の製造 

 

（５）火薬類取締事務に係る申請書等審査（調査）要領 

・２－（１）一般事項 

・２－（２）－ア 火薬類の製造 

 

 （６）火薬類取締事務に係る許認可等補完基準 

・１ 火薬類製造所の標識等 

・２ 防火壁等 

・３ 静電気を除去するための設備 

・４ 放冷するための設備 


